
長崎県立大学大学院経済学研究科履修規程 

 

平成 20 年 4 月 1 日 

規 程 第 １７号  

 

改正 平成 25 年３月５日規程第６号 

改正 平成 27 年３月３日規程第 46 号 

改正 平成 29 年２月７日規程第２号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、長崎県立大学大学院学則（以下「大学院学則」という。）第 20 条の規定

に基づき、長崎県立大学大学院経済学研究科（以下「本研究科」という。）の教育課程及び

授業科目の履修方法等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（授業科目及び単位数） 

第２条 授業科目、配当年次及び単位数は、別表のとおりとする。 

２ 授業は、講義及び演習により行う。 

 

   一部改正［平成 25 年規程第６号］ 

 

（研究指導教員） 

第３条 学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）を行う研究指導教員は、

講義又は演習を担当する専任の教員とする。 

２ 学生は、第１年次の所定の日までに研究指導教員を定め、授業科目の選択、学位論文の作

成その他研究一般について、その指導を受けなければならない。 

３  前項の場合において、研究指導教員を定めるときは、当該教員の承認を必要とする。学長

がやむを得ない事情があると認めた場合を除き、研究指導教員を変更することはできない。 

 

   一部改正［平成 27 年規程第 46 号］ 

 

（履修方法） 

第４条 学生は、授業科目のうち必修科目、選択必修科目及び選択科目の単位を合わせて 32

単位以上履修しなければならない。 

２ 必修科目は、研究指導教員の演習及び特論とし、演習は２年間にわたり履修しなければな

らない。 

３ 選択必修科目は、産業・経営領域では、「流通経済特論Ⅰ・流通経済特論Ⅱ」、「経営学

特論Ⅰ・経営学特論Ⅱ」、地域・公共政策領域では、「国際経済学特論Ⅰ・国際経済学特論

Ⅱ」、「公共政策特論Ⅰ・公共政策特論Ⅱ」、領域共通科目では、「経済学特論Ⅰ・経済学

特論Ⅱ」、「経済統計特論Ⅰ・経済統計特論Ⅱ」、「情報処理特論Ⅰ・情報処理特論Ⅱ」と

し、履修している研究指導教員の演習及び特論の属する領域科目を除く他の領域の選択必修

科目と領域共通科目のなかから同名科目Ⅰ、Ⅱの計４単位を選択履修しなければならない。 

４ 学長が教育上有益と認めた場合は、学生に学部の授業科目を受講させることができる。 

 

   一部改正［平成 27 年規程第 46 号］ 

 

（履修科目の届出） 

第５条 学生は、毎学年所定の期日までに、その学年で履修しようとする授業科目につき、研

究指導教員の承認を得て「履修届」を提出しなければならない。 

 

（授業科目の試験）  

第６条 授業科目の単位の認定は、毎学年の終わりの試験又は研究報告によって行う。 



２ 前項の評価は、次の基準によって行い、Ａ(優)、Ｂ(良)及びＣ(可)を合格とし、Ｄ(不可) 

を不合格とする。 

 (1) Ａ(優)    80 点以上 

  (2) Ｂ(良)      70 点以上 79 点まで 

  (3) Ｃ(可)       60 点以上 69 点まで 

 (4) Ｄ(不可)     59 点以下 

３ 合格した授業科目については、所定の単位を付与する。 

 

（学位論文の提出） 

第７条 学位論文は、修士課程に１年以上在学し、16 単位以上を修得し、かつ、必要な研究指

導を受けた者でなければ提出することができない。 

２ 審査のための学位論文は、２部（製本したもの）を当該年度の１月 31 日（休日の場合は翌

日、翌日が休日の場合は翌々日）までに提出しなければならない。 

３  学位論文は、学長がやむを得ない事由があると認めた場合は、５月を超えない範囲で提出

を延期することができる。 

 

   一部改正［平成 27 年規程第 46 号］ 

 

（学位論文の審査及び最終試験） 

第８条 最終試験は、第４条に定める単位を修得し、かつ、学位論文を提出した者について行

う。 

２ 学位論文の審査及び最終試験は、研究科教授会が選出する研究指導教員を含む３名の審査

委員が行う。 

 

（修了に必要な単位数）  

第９条 大学院学則第 37 条第１項に規定する所定の単位数は、32 単位以上とする。 

 

   全部改正［平成 29 年規程第２号］ 

 

（委任）  

第 10 条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。  

 

附 則 

この規程は、平成 20 年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成 25 年規程第６号） 

この規程は、平成 25 年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成 27 年規程第 46 号） 

この規程は、平成 27 年４月１日から施行する。 

 

  附 則（平成 29 年規程第２号） 

この規程は、平成 29 年４月１日から施行する。 

 

 



別表（経済学研究科　産業経済・経済開発専攻）

区分 授 業 科 目 配当年次単位数 備考 区分 授 業 科 目 配当年次単位数 備考
産 業 組 織 特 論 Ⅰ 1・2 2 国 際 経 済 学 特 論 Ⅰ 1 2
産 業 組 織 特 論 Ⅱ 1・2 2 国 際 経 済 学 特 論 Ⅱ 1 2
流 通 産 業 特 論 Ⅰ 1・2 2 貿 易 特 論 Ⅰ 1・2 2
流 通 産 業 特 論 Ⅱ 1・2 2 貿 易 特 論 Ⅱ 1・2 2
流 通 経 済 特 論 Ⅰ 1 2 貿 易 演 習 Ⅰ 1 2
流 通 経 済 特 論 Ⅱ 1 2 貿 易 演 習 Ⅱ 1 2
流 通 経 済 演 習 Ⅰ 1 2 貿 易 演 習 Ⅲ 2 2
流 通 経 済 演 習 Ⅱ 1 2 貿 易 演 習 Ⅳ 2 2
流 通 経 済 演 習 Ⅲ 2 2 国 際 政 治 学 特 論 Ⅰ 1・2 2
流 通 経 済 演 習 Ⅳ 2 2 国 際 政 治 学 特 論 Ⅱ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ特 論Ⅰ 1・2 2 国 際 金 融 特 論 Ⅰ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ特 論Ⅱ 1・2 2 国 際 金 融 特 論 Ⅱ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ演 習Ⅰ 1 2 中 国 経 済 特 論 Ⅰ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ演 習Ⅱ 1 2 中 国 経 済 特 論 Ⅱ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ演 習Ⅲ 2 2 西 洋 経 済 史 特 論 Ⅰ 1・2 2
マ ー ケ テ ィ ン グ演 習Ⅳ 2 2 西 洋 経 済 史 特 論 Ⅱ 1・2 2
流 通 シ ス テ ム 特 論 Ⅰ 1・2 2 西 洋 経 済 史 演 習 Ⅰ 1 2
流 通 シ ス テ ム 特 論 Ⅱ 1・2 2 西 洋 経 済 史 演 習 Ⅱ 1 2
流 通 情 報 特 論 Ⅰ 1・2 2 西 洋 経 済 史 演 習 Ⅲ 2 2
流 通 情 報 特 論 Ⅱ 1・2 2 西 洋 経 済 史 演 習 Ⅳ 2 2
流 通 と 消 費 者 特 論 Ⅰ 1・2 2 経 済 シ ス テ ム 特 論 Ⅰ 1・2 2
流 通 と 消 費 者 特 論 Ⅱ 1・2 2 経 済 シ ス テ ム 特 論 Ⅱ 1・2 2
流 通 史 特 論 Ⅰ 1・2 2 公 共 政 策 特 論 Ⅰ 1 2
流 通 史 特 論 Ⅱ 1・2 2 公 共 政 策 特 論 Ⅱ 1 2
農 業 経 済 特 論 Ⅰ 1・2 2 公 共 政 策 演 習 Ⅰ 1 2
農 業 経 済 特 論 Ⅱ 1・2 2 公 共 政 策 演 習 Ⅱ 1 2
農 業 経 済 演 習 Ⅰ 1 2 公 共 政 策 演 習 Ⅲ 2 2
農 業 経 済 演 習 Ⅱ 1 2 公 共 政 策 演 習 Ⅳ 2 2
農 業 経 済 演 習 Ⅲ 2 2 地 域 経 済 特 論 Ⅰ 1・2 2
農 業 経 済 演 習 Ⅳ 2 2 地 域 経 済 特 論 Ⅱ 1・2 2
会 計 学 特 論 Ⅰ 1・2 2 計 量 経 済 学 特 論 Ⅰ 1・2 2
会 計 学 特 論 Ⅱ 1・2 2 計 量 経 済 学 特 論 Ⅱ 1・2 2
会 計 学 演 習 Ⅰ 1 2 財 政 学 特 論 Ⅰ 1・2 2
会 計 学 演 習 Ⅱ 1 2 財 政 学 特 論 Ⅱ 1・2 2
会 計 学 演 習 Ⅲ 2 2 財 政 学 演 習 Ⅰ 1 2
会 計 学 演 習 Ⅳ 2 2 財 政 学 演 習 Ⅱ 1 2
財 務 諸 表 特 論 Ⅰ 1・2 2 財 政 学 演 習 Ⅲ 2 2
財 務 諸 表 特 論 Ⅱ 1・2 2 財 政 学 演 習 Ⅳ 2 2
財 務 会 計 特 論 Ⅰ 1・2 2 地 方 財 政 特 論 Ⅰ 1・2 2
財 務 会 計 特 論 Ⅱ 1・2 2 地 方 財 政 特 論 Ⅱ 1・2 2
財 務 会 計 演 習 Ⅰ 1 2 地 域 計 画 特 論 Ⅰ 1・2 2
財 務 会 計 演 習 Ⅱ 1 2 地 域 計 画 特 論 Ⅱ 1・2 2
財 務 会 計 演 習 Ⅲ 2 2 地 域 計 画 演 習 Ⅰ 1 2
財 務 会 計 演 習 Ⅳ 2 2 地 域 計 画 演 習 Ⅱ 1 2
企 業 税 法 特 論 Ⅰ 1・2 2 地 域 計 画 演 習 Ⅲ 2 2
企 業 税 法 特 論 Ⅱ 1・2 2 地 域 計 画 演 習 Ⅳ 2 2
企 業 税 法 演 習 Ⅰ 1 2 都 市 地 理 学 特 論 Ⅰ 1・2 2
企 業 税 法 演 習 Ⅱ 1 2 都 市 地 理 学 特 論 Ⅱ 1・2 2
企 業 税 法 演 習 Ⅲ 2 2 都 市 地 理 学 演 習 Ⅰ 1 2
企 業 税 法 演 習 Ⅳ 2 2 都 市 地 理 学 演 習 Ⅱ 1 2
経 営 学 特 論 Ⅰ 1 2 都 市 地 理 学 演 習 Ⅲ 2 2
経 営 学 特 論 Ⅱ 1 2 都 市 地 理 学 演 習 Ⅳ 2 2
経 営 学 演 習 Ⅰ 1 2 社 会 情 報 特 論 Ⅰ 1・2 2
経 営 学 演 習 Ⅱ 1 2 社 会 情 報 特 論 Ⅱ 1・2 2
経 営 学 演 習 Ⅲ 2 2 社 会 情 報 演 習 Ⅰ 1 2
経 営 学 演 習 Ⅳ 2 2 社 会 情 報 演 習 Ⅱ 1 2
租 税 法 特 論 Ⅰ 1・2 2 社 会 情 報 演 習 Ⅲ 2 2
租 税 法 特 論 Ⅱ 1・2 2 社 会 情 報 演 習 Ⅳ 2 2
Ｃ Ｅ Ｏ 実 践 セ ミ ナ ー 1・2 2 離 島 研 究 特 論 Ⅰ 1・2 2

離 島 研 究 特 論 Ⅱ 1・2 2
地域活性化実践セミナー 1・2 2
経 済 学 特 論 Ⅰ 1 2
経 済 学 特 論 Ⅱ 1 2
経 済 統 計 特 論 Ⅰ 1 2
経 済 統 計 特 論 Ⅱ 1 2
情 報 処 理 特 論 Ⅰ 1 2
情 報 処 理 特 論 Ⅱ 1 2

注1：研究指導教員の特論と演習を必修とする（必修科目）。
注2：備考欄の※は選択必修科目。
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